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　2009 年 9 月 21 日に、米国大統領府・国家経済審
議会（National Economic Council）・科学技術政策局
（Office of Science and Technology Policy：OSTP）
は、持続的な成長と質の高い職業の創出を目標とする
「米国イノベーション戦略」1）を発表した。同戦略は、
以下の 3 つの部分で構成されている。
　（1）米国イノベーションの基盤に対する投資：基礎
研究における米国のリーダーシップの回復、次世代に
21 世紀の知識と技能の教育を通じた国際的に通用す
る労働力の養成、先端的な社会基盤の構築、先端的
ITエコシステムの開発が提示されている。具体的には、
ハイリスク・ハイリタ ンー研究や多分野融合研究、若
手科学者の支援を目的に、国立科学財団、エネルギ
ー省科学局および国立標準技術研究所の予算倍増、
官民を合わせた R&D に GDP の 3％以上投入という
数値目標の設定、試験研究の税額控除の恒久化、科
学・技術・エンジニアリング・数学（STEM）教育の改
善、電力グリッドの近代化、ブロ ドーバンド・アクセス
の拡大などが実施される。
　（2）生産的な起業家精神を活性化する競争的市場
の促進：輸出の促進、最も将来性のあるアイディアに
資源配分する開放的な資本市場の支援、高い成長とイ
ノベーションを基盤とする起業家精神の奨励、公的セ
クターのイノベーション改善と地域イノベーションの支
援が提示されている。
　（3）国家重点目標を達成するためのブレークスルー
の加速：クリ ンー・エネルギー革命の促進、先端的自
動車技術の支援、健康医療におけるIT のイノベーシ
ョン推進、21 世紀の「偉大な挑戦（グランドチャレン
ジ）」にふさわしい科学技術の活用が提示されている。
これら国家的に重要な産業セクターでは、自助努力で
市場創出が困難であること（いわゆる「市場の失敗」）
が懸念されるため、政府による介入も述べられており、
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実際に主要な自動車メーカーに対する融資プログラム
が実施されている。
　米国には、我が国の「科学技術基本計画」に相当す
る全府省横断的な基本政策が定期的に策定されず、
大統領イニシアティブ等がそれに代替されるものとなっ
ている 2）。一方、大統領イニシアティブ等は予算措置
が保証される訳ではなく、政策の提示にとどまること
が多い。
　科学技術政策に対して消極的であった前ブッシュ政
権（共和党）が、産業界、学会、議会等からの要望に
応じ「米国競争力イニシアティブ（2006 年 1 月）」を発
表したのとは対照的に、現オバマ政権（民主党）では
発足直後から科学技術・イノベーション政策の方向性
を示してきたが、今回それらが戦略として体系化され
ている。
　大統領就任演説（1 月 20 日）では、基礎研究、医療
分野と環境分野の重視の表明、その後 2 月17 日には、
景気回復を目的とする 2009 会計年度補正予算に相当
する「米国回復再投資法（American Recovery and 
Reinvestment Act（通称 ARRA）」が成立し、いわゆ
る「グリ ンー・ニューディー ル政策」をはじめ、米国の
競争力強化に向けた政策に予算措置が講じられてい
る。併せて、施政方針演説（2 月 24 日）、2010 会計年
度予算教書（2 月 26 日）での基礎研究、医療、環境・
エネルギー分野重視の表明、4 月27 日のオバマ大統領
の演説（全米アカデミー ズ）および 4 月30 日のホルドレ
ン科学補佐官（OSTP 長官）の講演（AAAS 会合）に
「米国イノベーション戦略」の骨子を見ることができる 3）。
　「米国イノベーション戦略」は、ARRAを根拠とする
施策とともに、2010 会計年度予算を活用する施策につ
いても示されており、米国議会における 2010 年度予算
案の今後の審議の動向が注目されるところである。
